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２．調査研究 

 

大都市における住民主体の健康・体力づくり活動を創出 
するための社会システムの構築：アクションリサーチ 
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抄録 
 

これまで我々の研究チームは、都市近郊地域や中山間地域において、住民が主体的に

運営・参加する健康づくりの場の創出に取り組んできた。本研究では、東京都大田区に

おいて、住民主体の健康・体力づくり活動を創出するための地域の仕組み（社会システ

ム）を構築することを目的とした。本研究は、我々研究者とその地域のステークホルダー

とが協働し、健康・体力づくり活動の創出を目指すアクションリサーチである。区内に

18 ある行政区のうち、3 地区を対象地区（モデル地区）とした。モデル地区における一

連の事前調査から、中山間地域のモデルを大都市にそのまま適用することは困難である

ことが示唆された。そこで、各地域のステークホルダーによる協議体「コミュニティ会

議」を設立し、当該地区の健康・体力づくり活動の創出について協議した内容を実行す

ることとした。この 1 年間で、下記のような手順で“住民主体の健康・体力づくり活動

を創出する仕組み”が形成された。1）当該地域の縮図ともいえる地域のステークホル

ダーによる協議体「コミュニティ会議」を設立する。2）ステークホルダーに“横ぐし”

をさす共通キーワードを設定し、多機関連携によって普及する。3）共通キーワードに

関する企画をコミュニティ会議で創出する。4）地区内の既存の健康・体力づくりの場

を集約し、3）の各イベントの参加者に紹介することで、イベント間の日々の実践を促

す。今後は、この仕組みの有効性や継続性について引き続き検証する予定である。 

 

キーワード：運動，社会参加，大都市，高齢者，アクションリサーチ 
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１．はじめに 

 

 本邦では、今後 10 年間で後期高齢者の

人口割合が急増する 1, 2)。その傾向は大都

市で特に顕著であり 2)、フレイルや独居、

認知症の高齢者割合の増大も見込まれる

ことから、地域ぐるみで介護予防を推進

するための具体策を見いだすことが社会

的な課題となっている。平成 27 年度の介

護保険改正によって、住民が主体的に参

加・運営する健康づくりの場を創出して

いくことが自治体に求められるように

なった。しかし、そのための具体策は示

されておらず、頭を悩ませている自治体

は数多い。また、住民主体の活動が開始

されても、継続しない等の課題もある。 

 申請者らの研究チームは、運動・栄養・

社会参加の要素から成る複合プログラム
3)を地域の担い手研修用にアレンジし、各

地域の実情に合わせて実装する社会実験

を進めている。兵庫県養父市（中山間地

域）では、「シルバー人材センター内に健

康づくり部門を創設し、研修を受けたシ

ルバー会員が仕事として対価を得ながら

各地区に出向き、教室を運営する」とい

う仕組み（養父モデル）を創り、実践し

ている 4)。また、我々と東京都大田区は、

2016 年 4 月より、地域ぐるみでフレイル

の先送りと健康余命の延伸を目指す「大

田区元気シニア・プロジェクト」を共同

で推進している 5, 6)。 

本研究では、1）養父（中山間地域）モ

デルを大都市においても適用することが

可能かどうか、2）適用に際して課題があ

る場合、どのような仕組みを構築すれば

大都市における住民主体の健康・体力づ

くり活動の創出につながるか、そのプロ

トタイプを提案することを目的とした。 

 

２．方法 

 

1）研究デザイン 

本研究は、我々研究者とその地域のス

テークホルダー（地域住民、ボランティ

ア団体、法人や事業所、企業、行政など

の関係者）とが協働して、住民主体の健

康・体力づくり活動の創出を目指すアク

ションリサーチ 7)である。 

 

2）セッティング 

大田区は、東京都 23 区の最南端に位置

しており、その面積は 23 区内で最も広い

（60.66 km2、ただし、約 4 分の 1 を東京

国際空港が占める）。人口規模は 23 区内

で 3 番目に大きく（2016 年 8 月 1 日時点

の総人口 716,645 人、65 歳以上人口

162,443 人、高齢化率 22.7%）、社会経済状

態をはじめとした特性や人的・地域資源

が地区間で大きく異なる。 

 

3）フォーマティブ・リサーチと計画の 

見直し・修正 

本研究実施に当たり、区内に 18 ある特

別出張所地区から、東側に位置する A 地

区（総人口 38,301 人、高齢者人口 8,797

人、高齢化率 23.0%）と西側に位置する B、

C 地区（併せて総人口 47,183 人、高齢者

人口 10,914 人、高齢化率 23.1%）をモデ

ル地区として位置づけた。はじめに、こ

の 3 地区の地域包括支援センターの職員

と地域住民にインタビュー調査をおこ

なった。アクションリサーチでは、①特
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定コミュニティで解決を要する課題の発

見と分析（Plan-1）、②解決のための方策

の計画と体制づくり（Plan-2）、③計画に

即した解決策の実行（Do）、④解決策実行

の過程と結果の評価（Check）という 4 つ

のプロセスを行き来しながら研究を進め

る 7)。このインタビュー調査は、地域の実

情を把握するとともに、当初立てた計画

の見直しや必要に応じた修正を目的とし

ておこなった。 

その結果、3 地区ともに、高齢者の介護

予防を推進する集いの場と、介護や福祉

の相談窓口である地域包括支援センター

とが一体的に運用されており、毎日多数

の介護予防プログラムが提供されていた。

また、連合運動会やお祭り等の地域行事

だけでなく、住民が主体となる「サロン」

や「カフェ」も町会やシニアクラブ、民

生委員・児童委員などの様々な団体が毎

月のように開催していた。「これ以上、新

しい活動を立ち上げることは負担にな

る。」という意見や「住民はある程度専門

性の高い指導を求める。」という声もあっ

た。さらに、これまで我々が携わってき

た地域とは行政やシルバー人材センター

等の組織体制も異なることから、養父モ

デルをそのまま大都市に実装することは

不適当の可能性が高いと考えられた。 

 

4）協議体「コミュニティ会議」の設立と 

計画の立案・実行 

フォーマティブ・リサーチの結果を受

けて、我々は、2016 年 12 月に A 地区で設

立していた地域の協議体「コミュニティ

会議」を B 地区（2017 年 3 月）と C 地区

（2017 年 4 月）でも同様に設立し、この

協議体の中で、当該地区において住民主

体の健康・体力づくり活動を創出する方

法について協議することとした（Plan-2：

解決のための方策の計画と体制づくり）。 

コミュニティ会議設立に先立って、各

地区において、住民向けのプロジェクト

説明会をおこなった。本プロジェクトで

は、2016 年 7 月に、65 歳以上の住民 15,500

名を対象とした実態調査をおこなってい

たため、各地区の特徴や健康課題につい

て分析した結果についても情報共有した。 

コミュニティ会議には、町会・自治会、

シニアクラブ、民生委員、社会福祉協議

会、シルバー人材センター、地域包括支

援センター、区高齢福祉課、区特別出張

所の職員らの他、当該地区の企業・事業

所の職員らが参加した。地区内で何らか

の活動を企画・開催する際には、町会長

会議等での報告が必要であったため、可

能な限り町会長や連合会長、シニアクラ

ブの会長など、各組織の代表者（いわゆ

るオピニオンリーダー）に本会議への参

加をお願いした。これにより、本協議体

では、メンバーの社会的ネットワークを

活かして、地区内に情報を拡散する役割

も担うことができた。会議は概ね毎月 1

回の頻度で開催し、著者らが会議のファ

シリテーターを務めた。 

毎回のコミュニティ会議は、主に 6～7

人グループでのワークや協議を中心とし

た内容で構成した（図 1）。会議設立初期

は、運動や多様な食品摂取の重要性の普

及とその実践を促すアイデアを可能な限

り多く出して集約し、合意形成を図ると

いう手順を繰り返した。これにより、各

地区協議体の目指す方向性（ビジョン）
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と戦略を洗練するとともに、参加住民の

モチベーションを高めることに留意した。

コミュニティ会議における全地区共通の

目標として、1）健康・体力づくりに関す

る住民主体の活動を創出・継続すること、

2）多機関が連携してこの活動を普及啓発

すること、と設定した。 

 

３．結果と考察 

 

表 1 に、本研究期間における各地区の

コミュニティ会議開催日と参加人数を示

した（行政担当者や研究者を除く人数）。

いずれの地区においても、コミュニティ

会議は 9～10 回開催され、毎回 10～26 名

の地域住民らが参加した。以下に、各地

区で計画・実行された内容を示す（Do：

計画に即した解決策の実行）。 

 

1） A 地区 

A 地区には、近所づきあいが親密であり、

町会とシニアクラブが協働しやすいとい

う特長があった。そこで、“つながりで健

康になれるまち”がコンセプトとして掲げ

られた。 

A 地区では、日ごろから町会活動や各シ

ニアクラブの活動が活発におこなわれて

おり、コミュニティ会議メンバーはイベ

ント開催にも慣れている様子であった。

そこで、はじめに、コミュニティ会議内

で、ウォーキングと会食会をセットにし

たテスト企画を開催することとなった。

表1．本研究期間（平成29年5月1日～平成30年3月31日）におけるコミュニティ会議開催日と参加人数

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 7回目 8回目 9回目 10回目

5月23日 6月22日 7月25日 8月30日 9月26日 10月20日 11月28日 12月21日 1月16日 3月8日

21名 22名 22名 15名 16名 13名 10名 16名 15名 14名

5月16日 6月14日 7月20日 9月13日 10月27日 11月30日 12月11日 2月16日 3月27日

26名 23名 23名 17名 18名 16名 16名 18名 18名

5月18日 6月20日 8月3日 9月5日 10月10日 11月13日 12月7日 1月29日 2月19日 3月20日

23名 23名 21名 18名 20名 21名 16名 16名 15名 15名

A地区

B地区

C地区

表１．本研究期間（平成29年5月1日～平成30年3月31日）におけるコミュニティ会議開催日と参加人数

図１．各地区コミュニティ会議の様子 
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このテスト企画は、9 月 26 日に参加者 16

名にて実行された。 

その後、反省会（10 月 20 日）を経て、

A 地区内にて、ウォーキングと会食会を

セットにしたイベントを定期開催する企

画が計画された。本イベントの第 1 回目

は、平成 30 年 2 月 22 日に開催され、72

名が参加した（図 2）。 

3 月 8 日の会議では、同様のイベントを

1 年に 3 回開催し、参加者を既存の健康・

体力づくり活動に案内するという年間計

画が立案された。また、既存の地域活動

においても、食品摂取多様性のチェック

や、「さあにぎやかにいただく（10 の食品

群を覚えるための語呂合わせ）」という

キーワードを普及する計画が立てられた。 

 

2）B 地区 

B 地区には、ポール・ウォーキングが盛

んな町会があるという特長があった。ま

た、商店街やスーパーなどの社会資源が

豊富であり、“住んでいるだけで健康にな

れるまち”をコンセプトに、多機関が連携

してポール・ウォーキングと多様な食品

摂取を推進する計画が立案された。会議

の中で、ポール・ウォーキングを推進す

るパンフレットが作成され、現在では、5

つある町会すべてで、ポール・ウォーキ

ングの集いが定期的に開催されている。

また、ポール・ウォーキングと食の多様

性（「さあにぎやかにいただく」）を普及

するためのポスターも作成され、スー

パーや地区内掲示板等に掲示された。最

終的に、ポール・ウォーキングと食の多 

図２．A地区の第1回目の企画内容（左）と当日の様子（右） 
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図３．B地区の平成30年度の企画内容 

図４．C地区の第1回目の企画内容（左）と当日の様子（右） 
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様性普及をセットとしたイベントを地区

内で順番に開催する企画が立案された

（図 3）。本企画第 1 回目は、4 月 4 日に

予定されている。 

B 地区で作成された、多様な食品摂取の

重要性を啓発するオリジナル（住民が登

場する）ポスターやレシピ、多様性チェッ 

ク表は、現在、ショッピングモールや飲

食店、公共施設など、地区全域に掲示や

配布が進められており、この取り組みは、

A 地区、C 地区にも波及するようになった。 

 

3）C 地区 

C 地区では、協議体が目指すビジョンに

ついての議論に、他の 2 地区よりも多く

の時間がかけられた。最終的に、“でかけ

たくなるまちづくり”、“まちづくりに動く

人を増やす”がコンセプトに掲げられ、季

節行事にウォーキングと会食会を組み合

わせた（運動・栄養・社会参加の要素を

すべて含む）企画を定期開催することで、

参加者や協力者を拡大していくというビ

ジョンが設定された。 

C 地区はコンセプトの設定に時間を要

したものの、主体的なイベント開催は、3 

地区の中で最も早く、第 1 回目の企画が

平成29年11月22日に開催された（図4）。

第 2 回目の企画は 4 月 5 日に（図 5）、第

3 回目の企画は 7 月 7 日に予定されている。 

 

4）3 地区の共通コンセプト 

地区によって企画の実行体制は異なる

ものの、3 地区とも、基本的なコンセプト

は共通している。はじめに地域の縮図と

もいえる協議（コミュニティ会議）を設

立し、普及するキーワードの設定とその

図５．C地区の４月の企画内容 
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普及を目的とした企画の定期開催を図る。

そして、その参加者に対して、当該地区

の既存の地域活動を紹介し、日々の実践

を促すというものである。コミュニティ

会議には様々な組織のメンバーが参加し

ているが、共通のキーワード（例えば、

フレイル予防、ポール・ウォーキング、「さ

あにぎやかにいただく」など）によって

連携し、各々の組織にもそのキーワード

を持ち帰ることで情報が普及していく仕

組みとなっている。この 1 年間でこのよ

うなプロトタイプができあがりつつある

ものの、この取り組みがどの程度有効か、

そして、無理なく継続できるかについて、

引き続き検証していく必要がある。 

 

４．まとめ 

 

モデル地区における一連のヒアリング

やフォーマティブ・リサーチの結果から、

中山間地域と同様のモデルを大都市にそ

のまま適用することは困難であり、人

的・社会資源をはじめとした地域特性を

考慮した取り組みを推進する必要性が示

唆された。 

この 1 年間のアクションリサーチに

よって、下記のような“住民主体の健康・

体力づくり活動を創出する地域の仕組み

（社会システム）”が出来上がりつつある

（図 6）。 

 

1) 当該地域の縮図ともいえる地域の

ステークホルダーによる協議体「コ

ミュニティ会議」を設立する。 

2) ステークホルダーに“横ぐし”をさ

す共通キーワードを設定し、多機関

連携によって普及する。 

3) 共通キーワードに関する企画をコ

ミュニティ会議で創出する。 

4) 地区内の既存の健康・体力づくりの

場を集約し、3）の各企画を通して

普及する。これにより、イベント間

の日々の実践を促す。 

 

しかしながら、継続性や活動資金な

ど、いくつか課題も残されている。本

研究は、図 7 のような大田区元気シニ

ア・プロジェクトの一環として実施し

ているため 5, 6)、引き続き、各地区の活

動の定着に向けて研究を継続する予定

である。また、2016 年 7 月に 15,500 名

を対象としたベースライン調査を実施

しており、2018 年 7 月には、ベースラ

インから 2 年後に相当する追跡調査を

実施する。これにより、クラスター・

非ランダム化比較試験のデザインに基

づいたアウトカム評価とプロセス評価

をおこなう。今後、この仕組みの有効

性や継続性について引き続き検証し、

報告していく予定である。 
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図7．大田区元気シニア・プロジェクト：ロードマップ5, 6)

健康余命の延伸
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図７．大田区元気シニア・プロジェクト：ロードマップ5，6） 

図６．本研究における住民主体の健康・体力づくり活動を展開するための仕組み（プロトタイプ） 
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